
地域公共交通計画認定申請について

議案３
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協議いただく内容

国庫補助金の交付を受けて地域内フィーダー系統（※）の運行を確保・維持しようとするときは、本会
議の議論を経て策定された地域公共交通計画に必要書類を添えて国に認定申請をする必要があります。

国に対して計画の認定申請を行うにあたり、計画の策定について地域公共交通会議にて協議を調える必
要があるため、記載内容及び今後の事務手続き等について事務局に一任することについて同意を求めるも
のです。

（※）地域内フィーダー系統とは、一般的に幹線（地域間幹線バス系統や鉄道などの地域間交通ネットワーク）と接続
し、地域内の移動を支える支線の役割を担うバス等を指します。
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地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金の概要

地域特性や実情に応じた最適な生活交通ネットワークを確保・維持するため、幹線バス等の地域間交通ネ
ットワークと密接な地域内のバス交通・デマンド交通の運行について支援。
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申請対象系統

〇篠山口駅～（西紀支所経由）～草山温泉
旧西紀町エリアから幹線NWへのアクセスとして機能。西紀小、
西紀中の児童生徒の通学に利用されている。

〇柏原～（西紀支所経由）～篠山営業所
城下町から柏原駅を結ぶ系統。丹波医療センターへの通院や大
山方面から市内高校への通学等に利用されている。

〇篠山営業所～（城南小学校～国道古市経由）～市原
今田方面から幹線NWへのアクセスとして機能。城南小の児童
や今田方面から市内高校への通学に利用されている。

〇福住～（篠山営業所経由）～篠山口
福住方面から幹線NWへのアクセスとして機能。また、篠山東
雲高の生徒の通学に利用されている。
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様式第１－１（日本産業規格Ａ列４番）  

 

令和６年６月 日  

 

 

国土交通大臣 殿  

 

 

氏名又は名称 丹波篠山市地域公共交通会議  

住    所 丹波篠山市北新町４１  

代 表 者 氏 名  会長 野村 実 

 

 

 

地域公共交通計画認定申請書  

 

 

 

 地域公共交通計画のうち、地域公共交通確保維持事業に係る計画を別紙のとおり定

めたので、関係書類を添えて申請します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本申請書に、記載すべき事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。  
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補助要綱規定事項一覧表

自治体名：丹波篠山市

計画名称：丹波篠山市地域公共交通計画

地域公共交通計画での記載箇所（頁）

（第１号関係）
地域公共交通確保維持事業により運行
を確保・維持する運行系統の地域の公
共交通における位置付け・役割

丹波篠山市地域公共交通計画　６７ページ

（第２号関係）
上記を踏まえた地域公共交通確保維持
事業の必要性

丹波篠山市地域公共交通計画　７２ページ

（第３号関係）
地域公共交通確保維持事業により運行
を確保・維持する運行系統に係る事業
及び実施主体の概要

丹波篠山市地域公共交通計画　７２ページ

（第４号関係）
地域公共交通計画の区域内全体におけ
る地域旅客運送サービスの利用者の
数、収支、費用に係る国又は地方公共
団体の支出の額その他の定量的な目
標・効果及びその評価手法

丹波篠山市地域公共交通計画　６９ページ

補助要綱第17条
第1項に規定す

る事項

※　篠山営業所～柏原線は、丹波篠山市、丹波市を跨り運行しているが、主に丹波篠山市から丹波市にあ
る丹波医療センターへのアクセスとして丹波篠山市民の生活交通として必要な系統となっている。丹波市に
ついては、当該系統にかかる費用負担を行っておらず、地域内フィーダー系統確保維持事業の補助申請は
行わない。
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5.地域公共交通における基本方針と目標 

5-1.基本理念 

第３次丹波篠山市総合計画では、まちの将来像である「『丹波篠山』だからこそ実現できる あ

なたの夢・安心・未来」の実現に向けた基本目標の一つに「市民が主役で暮らしの質を高めるま

ちづくり」を掲げています。 

本市の移動は自動車が中心となっていますが、今後、移動困難者が増えていくことが想定され

る中で、地域公共交通の役割は大きくなりつつあります。しかしながら、地域公共交通の運営状

況は年々厳しくなっています。誰もが安心して快適に日常生活を送るためには、地域公共交通の

維持が必要となりますが、交通事業者だけでなく、市民、行政が共に連携し、地域公共交通を維

持、形成していくことが重要となります。 

以上を踏まえ、本計画における基本理念を以下のように定めます。 

 

【基本理念】 

一人ひとりが安心して暮らすことが 

できる丹波篠山の地域公共交通 

 

5-2.基本方針 

本市の地域公共交通の課題を解決し、計画の基本理念を実現するための基本方針を以下の通り

設定します。 

 

【基本方針１】地域特性や観光等の様々なニーズに応じた持続可能な地域公共交通網の再構築 

 既存の地域公共交通網の中でも基軸となる路線バスの維持を基本としつつ、効率的で利便

性の高い持続可能な地域公共交通網の再構築を図ります。 

【基本方針２】地域公共交通の積極的な利用促進 

 地域公共交通を維持するためには利用されることが重要である為、自家用車を用いなくて

も気軽に地域公共交通を利用して外出してもらうための取組みを行います。 

【基本方針３】地域公共交通を維持する各主体が連携して取り組む公共交通対策事業 

 地域、交通事業者、行政等の各主体が連携して事業に取り組み、連携できる体制づくりや

交通事業者を支援する取組みを行います。 
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5-3.将来ネットワーク 

本市における地域公共交通の将来ネットワークと地域公共交通の形態や路線の役割を以下の様

に示します。 

現在、市内を運行しているコミバスハートランや乗合タクシー等、地域公共交通の利用者が非

常に少ない地域や、財政負担額の大きい地域公共交通を運行している地域においては、既存の地

域公共交通からデマンド型乗合交通に置き換え、新しいサービスによる財政負担額の軽減と利用

者の増加を目指します。 

 
位置づけ 役割 形態 路線 

地
域
公
共
交
通 

鉄道幹線 市域を越えて市民や観光客等の来訪者

の広域的な移動を支える 

鉄道  JR福知山線 

 

バス幹線 丹波篠山市と隣接する南丹市、丹波市、

三田市、加東市を結ぶ路線や篠山口駅、

城下町から市内各地域を結ぶ路線で、

通勤・通学の利用を中心に市民の日常

生活を支える 

路線バス 

 

 篠山口駅～篠山営業

所 

 篠山口駅～草山温泉 

 篠山営業所～柏原駅 

 篠山営業所～市原 

 篠山口駅～藍本駅 

 篠山営業所～福住方

面 

 住吉台循環線 

 篠山鳳鳴高校・篠山産

業高校スクールバス 

 相野駅～清水寺 

 園篠線(京阪京都交通㈱) 

地域内ネ

ットワー

ク 

市内各地域の居住エリアから市内拠

点・主要拠点を結ぶ交通モードで市民

の日常生活や観光目的の移動を支える 

一般乗合 市町村運営有償旅客運

送 

デマンド型乗合交通 

個別送迎 個々の需要に対応し、市民の日常生活

や観光目的の移動を支える 

一般乗用 一般タクシー 

そ
の
他 

目的別送

迎 

特定の目的に対応し、日常生活や観光

目的での移動を支える 

 スクールバス 

 福祉有償運送 

 グリーンスローモビリティ 

 レンタサイクル       等 

※赤字：地域内フィーダー系統(一部) 
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※本計画の最終年度時点のイメージを掲載。 

図 本市における将来の地域公共交通ネットワークイメージ 
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5-4.数値目標 

本計画の基本理念と基本方針の達成状況を測る数値目標として以下の様に定めます。なお、目

標値は、令和２(2020)年度に発生した新型コロナウイルス感染症等の社会情勢の変化や計画策定

時に想定できないような出来事が発生した際、必要に応じて目標値の見直しを行います。 

 

目標 現状値 目標値※3 

目標１ 

地域公共交通の利

用者数※1 

鉄道 6,348(人/日) 7,900(人/日) 

㈱ウイング神姫 927(人/日) 1,100(人/日) 

京阪京都交通㈱ 15.4(人/日) 20.0(人/日) 

市町村運営有償運

送※２ 
17.9(人/回) 18.0(人/回) 

デマンド型乗合交

通 
- 18.0(人/日) 

【考え方】今後想定される人口減少や生活スタイルの変化を踏まえつつ、コロナ禍

以前の利用状況への回復や地域公共交通の維持における利用者の増加等

を考慮し、平成 30(2018)年度の実績値を基準に、国勢調査及び将来推計

における人口減少率を考慮した値を目標値として設定します。なお、市

町村運営有償運送にあたっては、特定の地域に限定した移動手段である

ため、現状値の維持を目指します。また、新たに導入を検討しているデ

マンド型乗合交通においては主に、現在、コミバスハートラン、乗合タ

クシーが運行している地域での運行を想定しているため、平成 30(2018)

年時点のコミバスハートラン、乗合タクシーの１日当たり利用者数の合

計を目標とすることとします。 

目標２ 

公共交通対策事業に投じる費用※４ 
93,789(千 円 /年 ) 

140,000(千 円 /年 )

以下 

【考え方】新たに導入を予定しているデマンド型乗合交通にかかる費用や利便性の

向上のための整備にかかる費用を鑑みた結果、記載の通りの目標値とし

ます。人件費、燃料費等の費用が高騰していく中で可能な限り、効率的

な運行を図るものとします。 

目標３ 

補助金を出している路線の収支率改善※４ 34.9(%) 現状維持 

【考え方】効率的な運行を目指す上で、運行経費の縮減による収支率の改善を目指

します。 
※1：現状値はそれぞれ令和３(2021)年度の数値を参照。 
※2：大芋・後川・西紀中・西紀北の合計(村雲に関してはデマンド型乗合交通への置き換えを想定しているため
現状値、目標値には考慮しない。 
※3：目標値は令和 10(2028)年度の数値を参照予定。 
※4：現状値はそれぞれ令和４(2022)年度の数値を参照。 
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【国の補助制度を活用した路線バスの維持】 

現在、市内を運行している路線バス、市内から市外へ運行している路線バスに関して、県や市

といった行政が運行費用の一部を補助することで交通事業者の赤字の一部を補填し、路線を維持

しています。  

一方、利用者数の減少や燃料費の高騰等の影響で運行費用は増加しており、このままの状況が

続くと、自治体や交通事業者による努力のみでは地域公共交通を維持していくことが難しくなっ

ていきます。 

今後、これらの地域公共交通を維持していくため、新たに地域公共交通計画を策定し、以下の

路線を対して地域間幹線、地域内フィーダー系統として、行政による支援を明確に位置付けます。 

なお、本市においては、地域をまたがる、地域間幹線系統は存在しませんが、本市は一部の地域

(旧篠山町地域)が過疎地域として、他地域（旧草山村、旧北河内村、旧今田町、旧後川村、旧福住

村、旧大芋村、旧畑村）についても振興山村に指定されており、過疎地域等を運行する系統でか

つ補助要件を満たしていれば、地域内フィーダー系統補助の対象となります。 

 

表 対象路線の位置づけ・必要性 

位置づけ バス幹線 

系統種別 地域内フィーダー系統 

対象路線 

 篠山口駅～(西紀支所経由)～草山温泉 

 柏原～(西紀支所経由)～篠山営業所 

 篠山営業所～(城南小学校～国道古市経由)～市原 

 福住～(篠山営業所経由)～篠山口駅 

役割 67ページ表にて記載 

路線維持や 

補助の必要性 

 主に当該路線が運行している地域に居住している学生の通学の役割を担う

路線として、重要な役割を担っている。今後も継続的に路線を維持する上で、

交通事業者や県、市の努力のみでは路線の維持が難しく、地域公共交通確保

維持事業による運行の維持、確保が求められる。 

実施主体 ㈱ウイング神姫 

区分・ 

運行態様 
４条乗合・路線定期運行 
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図 地域内フィーダー系統の運行範囲 
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別 紙 

 

 

令和  年  月  日 

 

          （名称）丹波篠山地域公共交通会議           
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

丹波篠山市においては、大阪方面、福知山方面へ通じる鉄道および市の主要駅である篠

山口駅と市の中心部である城下町エリアを結ぶバス路線 篠山営業所～篠山口駅線を軸

に、市域内に路線バス、コミュニティバス、乗合タクシー、自家用旅客有償運送（交通空

白地有償運送）により構成される公共交通機関網が広がっている。 

これらの公共交通については、高齢者や障がい者、学生等を中心に、生活に必要不可欠

な交通として機能している。しかし、利用低迷による収支悪化や運転士の確保が課題とな

っており、不採算路線は減便を検討せざるを得ない状況となるなど、日常生活を支える公

共交通の確保・維持が極めて厳しい状況となっている。 

幹線交通の支線の役割を果たす系統のうち、特にJR篠山口駅～草山温泉線、篠山営業所

～柏原駅線、JR篠山口駅～福住線、篠山営業所～市原線については、児童生徒の通学等に

利用されている路線であり、これらを確保・維持していくことが必要である。 

また、地域医療の中枢を担っていたささやま医療センターの経営状況が厳しく、隣の丹

波市にある丹波医療センターの役割が今後ますます大きくなるに伴い、そのアクセスとな

っている柏原駅線の重要性も今後大きくなると考えられる。 

今後も通勤、通学、通院など日常生活の様々な外出における移動手段として、地域内や

地域間を移動しやすい公共交通ネットワークを維持するという観点から地域公共交通確保

維持事業を活用する必要性は高い。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

◆路線の利用者数  

１．JR篠山口駅～草山温泉線 

利用者数 33,000人以上（直近実績 30,736人） 

２． 篠山営業所～柏原駅線 

利用者数 8,600人以上（直近実績 7,841人） 

３． JR篠山口駅～福住線 

利用者数 便あたり 11,000人以上（直近実績 10,138人） 

４． 篠山営業所～市原線 

利用者数 便あたり 17,900人（直近実績 16,274人） 

（２）事業の効果 

JR篠山口駅～草山温泉線、篠山営業所～柏原駅線、JR篠山口駅～福住線、篠山営業所～

市原線を維持することにより、児童生徒の通学や医療機関へのアクセスに必要不可欠な移

動手段が確保される。また、幹線・支線のネットワークが連携することで、効率的な運行体

系が実現できる。さらには、外出促進・地域活性化にもつながる。 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

 

・公共交通情報ガイドブックの作成・配布による啓発（市） 

・イベント時の公共交通利用推奨による機会創出（市） 

・小中学生や高齢者等を対象としたモビリティマネジメント（市・交通事業者） 

・系統や便数、運行ダイヤの見直し（交通事業者） 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 
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別 紙 

表１参照 

 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

JR篠山口駅～草山温泉線、JR篠山口駅～福住線、篠山営業所～市原線については丹波篠山

市が負担する。篠山営業所～柏原駅線については丹波篠山市内運行分のみ丹波篠山市が負

担する。負担する額（運行補助金）については、運行事業者の経常損益額から国庫補助金を

差し引いた額とする。 

詳細は表１参照。 

 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

・運行事業者からの実績報告による利用者数等の確認 

・収支状況及び公共交通の維持に係る公的負担額の精査 

 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 
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別 紙 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

表５参照 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

該当なし 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

該当なし 

 

（２）事業の効果 

該当なし 

 

13車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

該当なし 

 

（２）事業の効果 

該当なし 

 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 

該当なし 
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別 紙 

18．協議会の開催状況と主な議論 

 

R5.3.1 協議会開催（二法協議会化/地域公共交通計画の策定について） 

R5.5.30 協議会開催（通勤・通学部会、観光部会/直面している公共交通の課題について） 

R5.7.3 協議会開催（高齢者等部会/直面している公共交通の課題について） 

R5.7.3 協議会開催（公共交通計画進捗状況について） 

R5.8.14 協議会開催（高齢者等部会/デマンド交通について） 

R5.8.14 協議会開催（公共交通計画進捗状況について） 

R5.9.6 協議会開催（通勤通学部会/通勤通学における公共交通機関の利用促進について）

R5.9.6 協議会開催（観光部会/観光シーズンの渋滞対策、交通拠点の整備について） 

R5.10.31 協議会開催（高齢者等部会/MM、交通資源の活用について） 

R5.10.31 協議会開催（公共交通計画について） 

R5.12.19 協議会開催（公共交通計画素案について） 

R6.3.4  協議会開催（公共交通計画について） 

R6.3.29 地域公共交通計画策定 

 

19．利用者等の意見の反映状況 

 

・地域公共交通計画の策定にあたっては、会議のメンバーに市自治会長会、老人クラブ、

PTA協議会等公共交通機関の利用者層に関係する団体から参画いただき、利用者の意見反映

に努めた。 

・公共交通利用者の実態把握のため、利用者へのヒアリング調査及びアンケート調査を実

施した。 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所） 兵庫県丹波篠山市北新町 41    

（所 属） 丹波篠山市 創造都市課     

（氏 名） 羽馬 雅人           

（電 話） 079-552-5106          

（e-mail） sozotoshi_div@city.sasayama.hyogo.jp 
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 
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表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） 令和７年度

起点 経由地 終点 運行態様の別
基準ハで該
当する要件
（別表７・９）

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。

②
復　24.2　ｋｍ

(3) 篠山営業所～市原線 篠山営業所 真南条上 市原
往　20.1　ｋｍ

125日 125回 路線定期運行 ②（１） 国道古市でJR西日本福知山線と接
続 ②

復　20.1　ｋｍ

㈱ウイング神姫

②

柏原駅でJR西日本福知山
線と接続 ②

240回 路線定期運行 ②（１） ②

(2) 篠山営業所～市原線 篠山営業所 篠山警察署前・真南条上 市原
往　24.2　ｋｍ

240日 240回 路線定期運行 ②（１） 国道古市でJR西日本福知山線と接
続

(4) 篠山口駅～福住線 篠山口駅

(6) 篠山営業所～柏原駅線 篠山営業所

365日 1093回

篠山鳳鳴高校前・西紀支所 柏原駅 240日

240日 240回篠山営業所～柏原駅線 篠山営業所 西紀支所・柏原駅

福住

柏原駅でJR西日本福知山
線と接続

②（１）
篠山口駅でJR西日本
福知山線と接続

往　21.6　ｋｍ

復　21.6　ｋｍ
路線定期運行 ②（１） 柏原駅でJR西日本福知山

線と接続

路線定期運行 ②（１）

365日 365回 路線定期運行
復　18.5　ｋｍ

往　18.0　ｋｍ

復　18.0　ｋｍ

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

系統
キロ程

(1) 篠山口駅～草山温泉線 篠山口駅 西紀支所 草山温泉

丹波篠山市

丹波医療センター

(5) 篠山営業所～柏原駅線 篠山営業所 西紀支所 柏原駅

(7)

運
送
継
続
特
例
措
置

②

篠山営業所・八上上町

往　19.6　ｋｍ

復　19.6　ｋｍ

運行系統
地域内フィーダー系統の基準適合

（別表７・別表９・別表１０）

往　19.6　ｋｍ

復　19.7　ｋｍ

往　18.5　ｋｍ

計画
運行
日数

計画
運行
回数

利
便
増
進
特
例
措
置

365日 1815回 路線定期運行 ②（１） 篠山口駅でJR西日本
福知山線と接続

②
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表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） 令和８年度

起点 経由地 終点 運行態様の別
基準ハで該
当する要件
（別表７・９）

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。

路線定期運行 ②（１） 柏原駅でJR西日本福知山
線と接続 ②

復　21.6　ｋｍ

西紀支所・柏原駅 丹波医療センター

往　21.6　ｋｍ
238日 238回(7) 篠山営業所～柏原駅線 篠山営業所

柏原駅
往　19.6　ｋｍ

238日 238回(6) 篠山営業所～柏原駅線 篠山営業所 篠山鳳鳴高校前・西紀支所

往　18.0　ｋｍ
365日 1095回

路線定期運行 ②（１） 柏原駅でJR西日本福知山
線と接続 ②

復　19.6　ｋｍ

路線定期運行 ②（１）
篠山口駅でJR西日本
福知山線と接続 ②

復　18.5　ｋｍ

(5) 篠山営業所～柏原駅線 篠山営業所

福住
往　18.5　ｋｍ

365日 365回

路線定期運行 ②（１） 柏原駅でJR西日本福知山
線と接続 ②

復　18.0　ｋｍ
西紀支所 柏原駅

(4) 篠山口駅～福住線 篠山口駅 篠山営業所・八上上町

往　20.1　ｋｍ
127日 127回

②
復　24.2　ｋｍ

(3) 篠山営業所～市原線 篠山営業所 真南条上 市原

238日 238回 路線定期運行 ②（１）

②（１） 国道古市でJR西日本福知山線と接
続 ②

復　20.1　ｋｍ
路線定期運行

市原
往　24.2　ｋｍ

1809回 路線定期運行 ②（１） 篠山口駅でJR西日本
福知山線と接続

篠山口駅 西紀支所 草山温泉

往　19.6　ｋｍ
365日

国道古市でJR西日本福知山線と接
続

計画
運行
日数

計画
運行
回数

利
便
増
進
特
例
措
置

運
送
継
続
特
例
措
置

地域内フィーダー系統の基準適合
（別表７・別表９・別表１０）

丹波篠山市 ㈱ウイング神姫

(1) 篠山口駅～草山温泉線

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

運行系統

系統
キロ程

②
復　19.7　ｋｍ

(2) 篠山営業所～市原線 篠山営業所 篠山警察署前・真南条上
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表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） 令和９年度

起点 経由地 終点 運行態様の別
基準ハで該
当する要件
（別表７・９）

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。

路線定期運行 ②（１） 柏原駅でJR西日本福知山
線と接続 ②

復　21.6　ｋｍ

西紀支所・柏原駅 丹波医療センター

往　21.6　ｋｍ
241日 241回(7) 篠山営業所～柏原駅線 篠山営業所

柏原駅
往　19.6　ｋｍ

241日 241回(6) 篠山営業所～柏原駅線 篠山営業所 篠山鳳鳴高校前・西紀支所

往　18.0　ｋｍ
365日 1095回

路線定期運行 ②（１） 柏原駅でJR西日本福知山
線と接続 ②

復　19.6　ｋｍ

路線定期運行 ②（１）
篠山口駅でJR西日本
福知山線と接続 ②

復　18.5　ｋｍ

(5) 篠山営業所～柏原駅線 篠山営業所

福住
往　18.5　ｋｍ

365日 365回

路線定期運行 ②（１） 柏原駅でJR西日本福知山
線と接続 ②

復　18.0　ｋｍ
西紀支所 柏原駅

(4) 篠山口駅～福住線 篠山口駅 篠山営業所・八上上町

往　20.1　ｋｍ
124日 124回

②
復　24.2　ｋｍ

(3) 篠山営業所～市原線 篠山営業所 真南条上 市原

241日 241回 路線定期運行 ②（１）

②（１） 国道古市でJR西日本福知山線と接
続 ②

復　20.1　ｋｍ
路線定期運行

市原
往　24.2　ｋｍ

1818回 路線定期運行 ②（１） 篠山口駅でJR西日本
福知山線と接続

篠山口駅 西紀支所 草山温泉

往　19.6　ｋｍ
365日

国道古市でJR西日本福知山線と接
続

計画
運行
日数

計画
運行
回数

利
便
増
進
特
例
措
置

運
送
継
続
特
例
措
置

地域内フィーダー系統の基準適合
（別表７・別表９・別表１０）

丹波篠山市 ㈱ウイング神姫

(1) 篠山口駅～草山温泉線

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

運行系統

系統
キロ程

②
復　19.7　ｋｍ

(2) 篠山営業所～市原線 篠山営業所 篠山警察署前・真南条上
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表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域等の内訳

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

６．

（２）添付書類
１． 「人口集中地区以外の地区」及び「交通不便地域等」の区分が分かる地図を添付すること。

（ただし、全域が交通不便地域等となる場合には省略可）

「交通不便地域等」の欄は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以
下、「交付要綱」という。）の別表７（ハ②（１））に記載のある過疎地域の人口、交付要
綱別表７（ハ②（２）（実施要領の２．（１）⑪））に基づき地方運輸局長等が指定する交
通不便地域の人口及び交付要綱別表７リに基づき地方運輸局長等が認める地域の
合計（重複する場合を除く）を記載すること。

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が交付要綱別表７（ハ②（１））に掲げる法
律（根拠法）に基づき地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村
名等を記載すること。また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域等が存在する
場合には、該当する区域名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」
と記載すること。また、乗用タクシー以外での輸送が著しく困難であるものとして地方
運輸局長等が認めた場合は、「局長指定（乗用）」と記載すること。

「特例適用開始年度」の欄は、地域公共交通利便増進実施計画又は地域旅客運送
サービス継続実施計画を策定し、特例を適用する場合に記載すること。

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定す
る交通不便地域の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を
基に記載すること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当
しない地区の人口を記載すること。

　地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定
年月日及び
特例適用開始年度

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

地域公共交通計画 令和6年3月29日

657 旧草山村（西紀北） 山村振興法第7条

3,152 旧今田町（今田） 山村振興法第7条

17,093
旧篠山町（篠山、八上、畑、城北、岡野、
日置、後川、雲部、福住、村雲、大芋） 過疎法第３条

1,756 旧北河内村（西紀南） 山村振興法第7条

交通不便地域等 22,658

人　口 対象地区 根拠法

市区町村名 丹波篠山市

人　口

人口集中地区以外 39,611
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